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全体概要及び評価結果 

(１) 評価の目的 

 政策評価は、平成 30 年度に策定した「いわて県民計画（2019～2028）」の実施計画にあ

たる「第１期アクションプラン 政策推進プラン」（計画期間：令和元年度～４年度）（以下

「政策推進プラン」という。）の課題等を検証し、その結果を次の政策等に適切に反映させ

ることにより、効果的かつ効率的な行政を推進するとともに、県民の視点に立った成果重

視の行政運営を図ることを目的としています。 

また、事務事業評価は、政策評価と連動して評価を行っています。 

(２) 評価の対象 

ア 政策評価の対象は、政策推進プランに掲げる 10 の政策分野、50 の政策項目及びこれ

に属する施策等とし、対象年度は平成 30年度及び令和元年度の評価時までとしました。 

イ 事務事業評価の対象は、令和元年度に実施している事務事業のうち、いわて県民計画

（2019～2028）の推進のために県が行う事業など、政策的なものとしました。 

【参考】いわて県民計画（2019～2028）の政策体系 

(３) 評価の実施時期 

ア 実績測定評価結果（「主要施策の成果に関する説明書」）の公表  令和元年 10月 

  ※ 平成 30 年度の実績測定 

※ 平成 27 年度に策定した「いわて県民計画」の実施計画「第３期アクションプラン

［政策編］」（計画期間：平成 27～30年度）の政策体系に基づき実施。 

イ 政策評価結果等（「政策評価等の実施状況報告書」）の公表    令和元年 11月 

  ※ 政策推進プランの政策体系に基づき実施 

第１ 政策評価及び事務事業評価の実施状況について 

Ⅱ 家族・子育て

Ⅲ 教 育 1

Ⅳ 居住環境・
コ ミ ュ ニ テ ィ

Ⅴ 安 全 1

Ⅵ 仕事・収入

Ⅶ 歴史・文化

Ⅷ 自然環境 1

Ⅸ

社
会
基
盤

Ⅹ

参

画

東日本大震災津波の経験に基づき、引き続き復興に取り組みながら、
お互いに幸福を守り育てる希望郷いわて

政策項目（50） 具体的推進方策（203）政策分野（10）

１ 生涯にわたり心身ともに健やか
に生活できる環境をつくります

・
・
・
・

50 幅広い市民活動や多様な主体に
よる県民運動を促進します

① 生涯を通じた健康づくりの推進Ⅰ 健康・余暇

基本目標

② こころの健康づくりの推進

③ 自殺対策の推進

② 官民連携による県民運動の展開

③ 社会のニーズに対応したＮＰＯの活動促進
に向けた支援

① 多様な主体の参画・連携・協働に向けた
機運醸成とネットワークづくり

・
・
・
・

「いわて幸福関連指標」を設定 「具体的推進方策指標」を設定

1



 

(４) 評価の方法 

① 政策評価 

ア 政策分野 

社会経済情勢等（県民意識の状況、政策分野を取り巻く状況等）を踏まえて総合的

に評価し、「課題と今後の方向」を取りまとめました。 

イ 政策項目 

  県の取組状況、社会経済情勢等（政策項目を取り巻く状況、他の主体の取組等）を

踏まえて総合的に評価し、「課題と今後の方向」を取りまとめました。 

※ 今年度は政策推進プランの初年度であるため、指標の達成度を踏まえた評価は

来年度から実施することとしています。 

② 事務事業評価 

いわて県民計画（2019～2028）の推進のために県が行う政策推進プラン構成事業は、｢活

動内容指標｣と｢成果指標｣の状況を評価した上で、事業の必要性や有効性等を考慮し｢今

後の方向｣を取りまとめました。 

それ以外の事業については、事業の進捗状況及び必要性に係る定性的な分析を行い、

事業の今後の方向を決定しました。 

(５) 評価の経過 

ア 評価手法等については、第三者の専門家等で組織する岩手県政策評価専門委員会の意

見を聞きました（令和元年７月 25日、11月 11日） 

イ 評価の取りまとめに当たっては、知事、副知事及び部局長で構成する政策会議等にお

いて協議しました（令和元年 11月 12日） 

(６) 評価の結果及び今後の取組 

  ア 政策評価 

    評価調書のとおり、政策分野及び政策項目ごとに「課題と今後の方向」を取りまとめ

ました。 

  イ 事務事業評価 

   ① 評価結果（政策推進プラン構成事業 698事業） 
   プランを構成する 698事業について、活動内容指標・成果指標の状況から評価した結

果、【ともに「ａ」】が 363 事業（52.0％）、【「ａ」・「ｂ」】又は【ともに「ｂ」】が 161
事業（23.1％）、【「ｃ」を含む】が 94事業（13.4％）となりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※１ 評価区分：「ａ」：100％以上、「ｂ」：80％以上、「ｃ」：80％未満。 

※２ 事業数は再掲事業を除く（(２)について同じ）。 

 

 

ともに「ａ」
「ａ」･「ｂ」又は

ともに「ｂ」
「ｃ」を含む その他

363 161 94 80 698

(52.0%) (23.1%) (13.4%) (11.5%) (100.0%)
Ⅰ 健康・余暇 49 41 27 9 126 71.4%

Ⅱ 家族・子育て 24 11 5 15 55 63.6%

Ⅲ 教育 64 12 12 21 109 69.7%

Ⅳ 居住環境・コミュニティ 19 10 7 6 42 69.0%

Ⅴ 安全 25 5 4 3 37 81.1%

Ⅵ 仕事・収入 134 62 20 14 230 85.2%

Ⅶ 歴史・文化 8 0 1 7 16 50.0%

Ⅷ 自然環境 23 8 10 0 41 75.6%

Ⅸ 社会基盤 13 9 6 5 33 66.7%

Ⅹ 参画 4 3 2 0 9 77.8%

111

809

評価区分
評価項目（活動内容指標、成果指標）

計
ともに｢ｂ｣

以上の割合

プラン構成事業（Ａ）
75.1%

プラン構成事業以外の政策的な事業（Ｂ）

合　計（Ａ＋Ｂ）
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② 今後の方向（全 809事業）
政策推進プラン構成事業以外の政策的な事業を含む 809 事業について、今後、「拡充」

が 27事業（3.3％）、「継続」が 745事業（92.1％）、「縮減」が 2事業（0.2％）、「廃止・休
止」※が 24事業（3.0％）、「終了」が 11事業（1.4％）となりました。 

※ 廃止・休止：純粋に廃止・休止する事業のほか、他の事業に統合するものを含む。 

  ウ 今後の取組 

政策評価等により明らかになった課題等は、今後の予算編成過程を通じて来年度以

降の政策等への反映に努めていきます。 

拡充 継続 縮減 廃止・休止 終了 計

27 636 1 23 11 698

(3.9%) (91.1%) (0.1%) (3.3%) (1.6%) (100.0%)

Ⅰ 健康・余暇 5 109 1 6 5 126

Ⅱ 家族・子育て 0 55 0 0 0 55

Ⅲ 教育 11 93 0 3 2 109

Ⅳ 居住環境・コミュニティ 3 38 0 1 0 42

Ⅴ 安全 0 33 0 3 1 37

Ⅵ 仕事・収入 5 215 0 7 3 230

Ⅶ 歴史・文化 0 15 0 1 0 16

Ⅷ 自然環境 2 37 0 2 0 41

Ⅸ 社会基盤 0 33 0 0 0 33

Ⅹ 参画 1 8 0 0 0 9

0 109 1 1 0 111

27 745 2 24 11 809
(3.3%) (92.1%) (0.2%) (3.0%) (1.4%) (100.0%)

今後の方向

プラン構成事業（Ａ）

プラン構成事業以外

の政策的な事業（Ｂ）

合計（Ａ＋Ｂ）
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１ 公共事業評価結果 

(１) 評価の目的 

 公共事業評価は、厳しい財政環境の中にあって、社会資本の整備のため重要な役割を果

たしている公共事業について、一層の効率化、重点化を図るとともに、その実施過程の透

明性の向上を図ることを目的としています。 

【公共事業評価の流れ】 

 

 

      公表                   公表      公表            公表 

 

 

 

                      

                      

 

                      

  諮問・答申等                      諮問・答申等          報告  

                      

 

 

(２) 評価の対象 

ア 事前評価 

 農林水産部及び県土整備部が所管する公共事業（災害復旧事業及び維持管理に係る事

業並びに総事業費 50 億円以上の大規模公共事業を除く。以下同じ。）について、新たに

事業着手を計画しているものを対象として評価を行いました。 

所管部局 事前評価対象 

農林水産部 49 地区

県土整備部 25 地区

合 計 74 地区

イ 継続評価 

 令和元年度に実施している公共事業のうち、令和２年度に継続を予定している事業を

対象として評価を行いました。（ただし、再評価の対象となった事業を除く。） 

所管部局 継続評価対象 

農林水産部 128 地区

県土整備部 103 地区

合 計 231 地区

 

 

 

事

前

評

価 

事

業

立

案 

事

業

着

手 

予

算

化 

再

評

価 

事

業

完

了 

政策評価委員会（公共事業評価専門委員会） 

 ◎ 評価手法等の審議・個別案件の審議などを行う。 

県                      民 

継

続

評

価 

事

後

評

価 

第２ 公共事業評価及び⼤規模事業評価の実施状況について 

令和元年 10 月までに評価を実施した地区を

掲載しており、これ以降に評価を実施した地

区については、評価結果の政策等への反映状

況と併せて報告・公表する予定です。 
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ウ 再評価 

 令和元年度に実施している公共事業のうち、事業の実施を決定した後、一定の期間を

経過した事業等を対象として評価を行いました。 

所管部局 再評価対象 

農林水産部 5 地区

県土整備部 5 地区

合 計 10 地区

エ 事後評価 

 事業完了後、一定期間を経過した事業を対象として評価を行いました。 

所管部局 事後評価対象 

農林水産部 2 地区

県土整備部 1 地区

合 計 3 地区

(３) 評価の実施時期 

ア 事前評価 

・事業を所管する部局の評価      令和元年 10 月 

イ 継続評価          

・事業を所管する部局の評価      令和元年 10 月 

ウ 再評価 

・事業を所管する部局の評価      令和元年５月 

・政策評価委員会への諮問       令和元年６月 

・公共事業評価専門委員会における審議 令和元年６月～９月 

・政策評価委員会からの答申      令和元年 10 月 

エ 事後評価 

・事業を所管する部局の評価      令和元年８月 

(４) 評価の方法 

ア 事前評価 

 「自然環境等の状況及び環境配慮事項」及び「事業に関する指標からみた評価※」の２

つの項目について評価を行い、これらの項目評価の結果を踏まえ総合評価を行いました。 

※ 事業ごとの評価指標に基づき、「必要性」、「重要性」、「緊急性」、「効率性（費用便

益比(Ｂ／Ｃ)」、「熟度」の５項目について点数化(100 点満点)し、評価するもの。 

イ 継続評価 

 事前評価に同じ。 

ウ 再評価 

 「事業の進捗状況等」及び「社会経済情勢等の変化」の２つの項目について評価を行

い、これらの項目評価の結果を踏まえ総合評価を行いました。 

エ 事後評価 

 「事業の効果等」、「利用者の意見等」、「社会経済情勢等の変化」の３つの項目につい

て評価を行い、今後の課題等（当該地区の課題、今後の同種事業のあり方及び事業評価

手法の見直しの必要性）を取りまとめました。 
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(５) 評価の結果 

ア 事前評価 

所管部局 
評価実施 
地区数 

総合評価 

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ 

農林水産部 49 17 32 0 0 

県土整備部 25 4 17 4 0 

合 計 
74 

(100.0%) 

21 
(28.4%)

49 
 (66.2%)

4 
(5.4%) 

0 
(0.0%) 

イ 継続評価 

所管部局 
評価実施 
地区数 

総合評価 

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ 

農林水産部 128 42 86 0 0 

県土整備部 103 18 59 25 1 

合 計 
231 

(100.0%) 

60 
(26.0%)

145 
 (62.8%)

25 
(10.8%)

1 
(0.4%) 

ウ 再評価 

所管部局 
評価実施 
地区数 

総合評価 

事業
継続

要検討 
中止 事業

継続
見直し
継続

休止 中止

農林水産部 5 5 0 0 0 0 0 

県土整備部 5 5 0 0 0 0 0 

合 計 
10 

(100.0%) 
10 

(100.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%) 

エ 事後評価（実施事業） 

所管部局 事業名 路線名・地区名 市町村名 

農林水産部 経営体育成基盤整備事業 徳田第二 矢巾町 

農林水産部 漁港整備事業 野田漁港 野田村 

県土整備部 
道路環境改善事業 

（交通安全施設整備） 
盛岡環状線 滝沢市 
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○ 公共事業 318 地区を対象に評価を実施しました。 

○ 事前評価を行った 74 地区の評価結果は、｢ＡＡ｣が 21 地区(28.4％）、｢Ａ｣が 49 地区

（66.2％）、｢Ｂ｣が４地区(5.4％)となりました 。  

○ 継続評価を行った 231 地区の評価結果は、｢ＡＡ｣が 60 地区(26.0％）、｢Ａ｣が 145 地区

(62.8％）、｢Ｂ｣が 25 地区(10.8％)、「Ｃ」が１地区(0.4％)となりました。  

○ 再評価実施を行った 10 地区の評価結果は、全て｢事業継続｣となりました。 

○ 事後評価は、３地区について実施しました。 

○ 今後は、評価結果を踏まえて、事業の効率化及び重点化を進めるとともに、事業効果の早

期発現を目指して取り組んでいきます。 

【評価結果】 

 

 

 

 

[参考] 

【総合評価の評価区分の見方】 

○ 事前評価及び継続評価 

｢自然環境等の状況及び環境配慮事項｣（評価:ａ～ｃ）、｢事業に関する指標からみた評価｣

(評価:ａ～ｃ)の項目評価の組み合わせにより、次のとおり総合評価(ＡＡ～Ｃ)を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 再評価 

｢事業の進捗状況等｣(評価:ＡＡ、Ａ、ＢＢ、Ｂ、Ｃ)、｢社会経済情勢等の変化｣(評価:

ＡＡ、Ａ、Ｂ、Ｃ)の項目評価の組み合わせにより、次のとおり総合評価を実施。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

  

総合評価 項目評価の組み合わせ

事業継続 ２つの項目の評価がそれぞれＡＡ又はＡ若しくはＢＢである場合

要 検 討
事業継続、中止の評価以外の場合
（｢事業継続｣｢見直し継続｣｢休止｣｢中止｣の検討方針案を選択）

中　　止
事業の進捗状況等の評価にかかわらず、社会経済情勢等の変化が
Ｃ評価である場合

総合評価 項目評価の組み合わせ

ＡＡ いずれもａ評価となっているもの

Ａ ａ評価とｂ評価で構成されているもの

Ｂ いずれもｂ評価となっているもの

Ｃ いずれかがｃ評価となっているもの

種類
事後
評価

事業
継続

見直し
継続

休止 中止

地区数 10 0 0 0 0 0 3 318 

継続評価 再評価

合計

中止

1 

事前評価

0 

Ｃ

4 

Ｂ

49 

Ａ

21 

ＡＡ

25 145 60 

ＣＢＡＡＡ評価結果
事業
継続

要検討
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２ 大規模事業評価結果 

(１) 評価の目的 

 大規模事業評価は、厳しい財政環境の中にあって、より一層詳細で慎重な評価を行うこ

とで、県民への説明責任を果たすとともに、事業の効果的・効率的な推進に資することを

目的としています。

【大規模事業評価の流れ】 

公表・意見聴取    公表 公表・意見聴取 公表 

諮問・答申等 諮問・答申等  報告

(２) 評価の対象 

ア 事前評価 

大規模施設整備事業（施設整備事業のうち総事業費が 25億円以上の事業又はこれに

準ずる事業で知事が必要と認める事業をいう。以下同じ。）であって、基本となる構想

を作成している事業を対象として評価を行いました。 

 [大規模施設整備事業（基本構想作成後）] 

所管部局 事前評価対象 

文化スポーツ部 1 地区

合 計 1 地区

イ 継続評価 

 令和元年度に実施している大規模公共事業（公共事業のうち総事業費が 50 億円以上の

ものをいう。以下同じ。）のうち、令和２年度に継続を予定している事業を対象として評

価を行いました。（ただし、再評価の対象となった事業を除く。） 

所管部局 継続評価対象 

農林水産部 4 地区

県土整備部 20 地区

合 計 24 地区

事

前

評

価 

事

業

立

案 

事

業

着

手 

予

算

化 

再

評

価 

事

業

完

了 

政策評価委員会（大規模事業評価専門委員会）

◎ 評価手法等の審議・個別案件の審議などを行う。

県 民 

継

続

評

価 

事

後

評

価 
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ウ 再評価 

 令和元年度に実施している大規模公共事業のうち、事業の実施を決定した後、一定の

期間を経過した事業等を対象として評価を行いました。 

所管部局 再評価対象 

農林水産部 0 地区

県土整備部 1 地区

合 計 1 地区

エ 事後評価 

事業完了後、一定期間を経過した大規模公共事業を対象として評価を行いました。 

所管部局 事後評価対象 

農林水産部 0 地区

県土整備部 1 地区

合 計 1 地区

(３) 評価の実施時期 

ア 事前評価 

 [大規模施設整備事業（基本構想作成後）] 

・事業を所管する部局の評価       令和元年５月 

・政策評価委員会への諮問        令和元年６月 

・大規模事業評価専門委員会における審議 令和元年６月～８月 

・政策評価委員会からの答申       令和元年９月 

イ 継続評価 

・事業を所管する部局の評価 令和元年 10 月 

ウ 再評価 

・事業を所管する部局の評価       令和元年５月 

・政策評価委員会への諮問        令和元年６月 

・大規模事業評価専門委員会における審議 令和元年６月～８月 

・政策評価委員会からの答申       令和元年９月 

エ 事後評価 

・事業を所管する部局の評価 令和元年８月 

(４) 評価の方法 

ア 事前評価  

[大規模施設整備事業（基本構想作成後）] 

「事業の必要性」、「施設計画の妥当性」、「環境保全と景観への配慮」の３つの項目に

ついて評価を行い、これらの項目評価の結果を踏まえ総合評価を行いました。 

イ 継続評価 

 「自然環境等の状況及び環境配慮事項」及び「事業に関する指標からみた評価※」の２

つの項目について評価を行い、これらの項目評価の結果を踏まえ総合評価を行いました。 
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※ 事業ごとの評価指標に基づき、「必要性」、「重要性」、「緊急性」、「効率性（費用便

益比(Ｂ／Ｃ)」、「熟度」の５項目について点数化(100 点満点)し、評価するもの。 

ウ 再評価 

 「事業の進捗状況等」及び「社会経済情勢等の変化」の２つの項目について評価を行

い、これらの項目評価の結果を踏まえ総合評価を行いました。 

エ 事後評価 

 「事業の効果等」、「利用者の意見等」、「社会経済情勢等の変化」の３つの項目につい

て評価を行い、今後の課題等（当該地区の課題、今後の同種事業のあり方及び事業評価

手法の見直しの必要性）を取りまとめました。 

(５) 評価の結果 

ア 事前評価 

   [大規模施設整備事業（基本構想作成後）] 

所管部局 
評価実施
地区数

総合評価 

事業実施 要検討 その他 

文化スポーツ部 1 1 0 0 

合 計 
1 

(100.0%) 
1 

(100.0%) 
0 

(0.0%) 
0 

(0.0%) 

イ 継続評価 

所管部局 
評価実施
地区数

総合評価 

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ 

農林水産部 4 4 0 0 0 

県土整備部 20 5 15 0 0 

合 計 
24 

(100.0%) 
9 

(37.5%)

15 
(62.5%)

0 
(0.0%) 

0 
(0.0%) 

ウ 再評価 

所管部局 
評価実施 
地区数 

総合評価 

事業 
継続 

要検討 
中止 事業

継続
見直し
継続

休止 中止

農林水産部 0 0 0 0 0 0 0 

県土整備部 1 0 0 1 0 0 0 

合 計 
1 

(100.0%) 
0 

(0.0%) 
0 

(0.0%)

1 
(100.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%) 

エ 事後評価（実施事業） 

 所管部局 事業名 路線名・地区名 市町村名 

農林水産部 （実施事業なし） ― ― 

県土整備部 港湾改修事業 小本港 岩泉町 
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○ 大規模事業 27 地区を対象に評価を実施しました。 

○ 事前評価を行った１地区の評価結果は、｢事業実施｣となりました。 

○ 継続評価を行った 24 地区の評価結果は、｢ＡＡ｣が９地区（37.5％）、 ｢Ａ｣が 15 地区（62.5％）、

となりました。 

○ 再評価を行った１地区の評価結果は、「見直し継続」となりました。 

◯ 事後評価は、大規模公共事業１地区について実施しました。 

○ 今後は、評価結果を踏まえて、事業の効率化及び重点化を進めるとともに、事業効果の早期

発現を目指して取り組んでいきます。 

【評価結果】 

 

[参考] 

【総合評価の評価区分の見方】 

○ 事前評価 

[大規模公共事業（基本構想作成後）] 

「社会経済情勢等の状況」、「自然環境等の状況」及び「事業計画の妥当性」の項目評価の

結果を踏まえ、次のとおり総合評価を実施。 

         

 

 

 

 

 

 

[大規模施設整備事業（基本構想作成後）] 

「事業の必要性」、「施設計画の妥当性」及び「環境保全と景観への配慮」の項目評価の結

果を踏まえ、次のとおり総合評価を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

[大規模公共事業（基本設計後）]  

 「社会経済情勢等の状況」、「自然環境等の状況」及び「事業計画の妥当性」の項目評価の

結果を踏まえ、次のとおり総合評価を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合評価 説　明

事業実施 基本的な構想のとおり事業を実施していくもの

要 検 討
基本的な構想あるいはその後の検討において、課題が把握されて
おり、今後検討を加える必要があるもの

そ の 他
基本的な構想の内容を当面見合わせるなど、｢事業実施｣｢要検討｣
に当てはまらないもの

 

種類
事後
評価

事業
継続

見直し
継続

休止 中止

地区数 0 0 1 0 0 0 1 27 

再評価

合計
事業
継続

要検討

中止評価結果

9 15 

その他要検討
事業
実施

事前評価 継続評価

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ

0 0 1 0 0 

総合評価 説　明

事業実施 基本的な構想のとおり事業を実施していくもの

要 検 討
基本的な構想あるいはその後の検討において、課題が把握されて
おり、今後検討を加える必要があるもの

そ の 他
基本的な構想の内容を当面見合わせるなど、｢事業実施｣｢要検討｣
に当てはまらないもの

総合評価 説　明

事業実施 基本的な設計のとおり事業を実施していくもの

要 検 討
基本的な設計において、課題が把握されており、今後検討を加え
る必要があるもの

そ の 他
基本的な設計の内容を当面見合わせるなど、｢事業実施｣｢要検討｣
に当てはまらないもの
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[大規模施設整備事業（基本設計後）] 

「事業の必要性」、「事業の有効性」、「事業の効率性」、「施設計画の妥当性」、「環境保全と

景観への配慮」及び「その他」の項目評価の結果を踏まえ、次のとおり総合評価を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 継続評価 

｢自然環境等の状況及び環境配慮事項｣（評価:ａ～ｃ）、｢事業に関する指標からみた評価｣

(評価:ａ～ｃ)の項目評価の組み合わせにより、次のとおり総合評価(ＡＡ～Ｃ)を実施。 

 

 

      

 

 

 

 

○ 再評価 

｢事業の進捗状況等｣(評価:ＡＡ、Ａ、ＢＢ、Ｂ、Ｃ)、｢社会経済情勢等の変化｣(評価:

ＡＡ、Ａ、Ｂ、Ｃ)の項目評価の組み合わせにより、次のとおり総合評価を実施。 
 

 
   
 

 

 

総合評価 項目評価の組み合わせ

事業継続 ２つの項目の評価がそれぞれＡＡ又はＡ若しくはＢＢである場合

要 検 討
事業継続、中止の評価以外の場合
（｢事業継続｣｢見直し継続｣｢休止｣｢中止｣の検討方針案を選択）

中　　止
事業の進捗状況等の評価にかかわらず、社会経済情勢等の変化が
Ｃ評価である場合

総合評価 項目評価の組み合わせ

ＡＡ いずれもａ評価となっているもの

Ａ ａ評価とｂ評価で構成されているもの

Ｂ いずれもｂ評価となっているもの

Ｃ いずれかがｃ評価となっているもの

  総合評価 説　明

事業実施 基本的な設計のとおり事業を実施していくもの

要 検 討
基本的な設計において、課題が把握されており、今後検討を加え
る必要があるもの

そ の 他
基本的な設計の内容を当面見合わせるなど、｢事業実施｣｢要検討｣
に当てはまらないもの
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